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（設置許可申請 構造基準） 訂正前  
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二 令第七条第五号 に掲げる施設及

び同条第十二号 に掲げる施設（廃ポリ

塩化ビフェニル等又はポリ塩化ビフェ

ニル処理物の焼却施設に限る。）にあつ

ては、事故時における受入設備からの

廃油の流出を防止するために必要な流

出防止堤その他の設備が設けられ、か

つ、当該施設が設置される床又は地盤

面は、廃油が浸透しない材料で築造さ

れ、又は被覆されていること。 

密閉できる蓋付きのドラム缶にて廃油を貯留し、防油堤を設け

て廃油の流出を防止する。防油堤は、タンクから廃油が流出して

も全量受けられる容量としている。ドラム缶を設置する地盤面は

コンクリート基礎とし、万一廃油が流出しても地下に浸透しない

構造とする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付資料３



（設置許可申請 維持管理基準） 訂正前  
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一 燃焼室中の燃焼ガスの温度を摂

氏八百度（令第七条第十二号 に掲げ

る施設にあっては、摂氏千百度（ただ

し、当該施設のうち、無害化処理に係

る特例の対象となる一般廃棄物及び

産業廃棄物（平成十八年環境省告示第

九十八号）第二項第一号から第三号ま

でに掲げる産業廃棄物の焼却施設に

あっては、摂氏八百五十度））以上に

保つこと。 

燃焼炉温度センサーで燃焼ガスの温度を検知し、乾溜ガス

化炉及び燃焼炉への供給空気量の自動調整によりガスの発生

を安定させ、発生したガスを燃焼温度コントロールシステム

により管理することで燃焼炉温度を摂氏八百度以上に保つ制

御盤に温度を常時表示させ、運転管理を行う。 

 

三 令第七条第五号 に掲げる施設及

び同条第十二号 に掲げる施設（廃ポ

リ塩化ビフェニル等又はポリ塩化ビ

フェニル処理物の焼却施設に限る。）

にあっては、廃油が地下に浸透しない

ように必要な措置を講ずるとともに、

第十二条の二第五項第二号の規定に

より設けられた流出防止堤その他の

設備を定期的に点検し、異常を認めた

場合には速やかに必要な措置を講ず

ること。 

密閉できる蓋付きのドラム缶にて廃油を貯留し、防油堤を設け

て廃油の流出を防止する。防油堤は、タンクから廃油が流出して

も全量受けられる容量としている。ドラム缶を設置する地盤面は

コンクリート基礎とし、万一廃油が流出しても地下に浸透しない

構造とする。また防油堤の定期点検を実施して、廃油の流出防

止に努め、廃油が施設から流出するなどの異常な事態が生じ

たときは、施設の運転を中止し、緊急連絡体制に従い、速や

かに責任者・関係者に連絡する。直ちに流出した廃油の回収

措置を講ずる。 
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二 令第七条第五号 に掲げる施設及

び同条第十二号 に掲げる施設（廃ポリ

塩化ビフェニル等又はポリ塩化ビフェ

ニル処理物の焼却施設に限る。）にあつ

ては、事故時における受入設備からの

廃油の流出を防止するために必要な流

出防止堤その他の設備が設けられ、か

つ、当該施設が設置される床又は地盤

面は、廃油が浸透しない材料で築造さ

れ、又は被覆されていること。 

蓋付きのドラム缶等密閉できる容器にて廃油を貯留し、漏洩防

止の受け皿を設けて廃油の流出を防止する。受け皿は、容器から

廃油が流出することを考慮した容量としている。廃油等液物保管

庫は鉄筋コンクリート造の壁及び床とし、床には耐食性及び耐溶

剤性の塗床材を全面施工し、万一廃油が流出しても地下に浸透し

ない構造とする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                           （設置許可申請 維持管理基準）  訂正後  
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一 燃焼室中の燃焼ガスの温度を摂

氏八百度（令第七条第十二号 に掲げ

る施設にあっては、摂氏千百度（ただ

し、当該施設のうち、無害化処理に係

る特例の対象となる一般廃棄物及び

産業廃棄物（平成十八年環境省告示第

九十八号）第二項第一号から第三号ま

でに掲げる産業廃棄物の焼却施設に

あっては、摂氏八百五十度））以上に

保つこと。 

燃焼炉温度センサーで燃焼ガスの温度を検知し、乾溜ガス

化炉及び燃焼炉への供給空気量の自動調整によりガスの発生

を安定させ、発生したガスを燃焼温度コントロールシステム

により管理することで燃焼炉温度を摂氏八百度以上に保つ制

御盤に温度を常時表示させ、運転管理を行う。 

 

三 令第七条第五号 に掲げる施設及

び同条第十二号 に掲げる施設（廃ポ

リ塩化ビフェニル等又はポリ塩化ビ

フェニル処理物の焼却施設に限る。）

にあっては、廃油が地下に浸透しない

ように必要な措置を講ずるとともに、

第十二条の二第五項第二号の規定に

より設けられた流出防止堤その他の

設備を定期的に点検し、異常を認めた

場合には速やかに必要な措置を講ず

ること。 

蓋付きのドラム缶等密閉できる容器にて廃油を貯留し、漏洩防

止の受け皿を設けて廃油の流出を防止する。受け皿は、容器から

廃油が流出することを考慮した容量としている。廃油等液物保管

庫は鉄筋コンクリート造の壁及び床とし、床には耐食性及び耐溶

剤性の塗床材を全面施工し、万一廃油が流出しても地下に浸透し

ない構造とする。また受け皿の定期点検を実施して、廃油の流

出防止に努め、廃油が施設から流出するなどの異常な事態が

生じたときは、施設の運転を中止し、直ちに流出した廃油の

回収措置を講じるとともに、速やかに緊急連絡体制に従い責

任者・関係者に連絡する。 
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一 次の要件を備えた燃焼室が設けられてい

ること。 
  

イ 燃焼ガスの温度が摂氏八百度（令第七条第

十二号 に掲げる施設にあつては、摂氏千百度

（ただし、当該施設のうち、無害化処理に係る

特例の対象となる一般廃棄物及び産業廃棄物

（平成十八年環境省告示第九十八号）第二項第

一号から第三号までに掲げる産業廃棄物の焼

却施設にあつては、摂氏八百五十度））以上の

状態で産業廃棄物を焼却することができるも

のであること。 

燃焼炉温度センサーで燃焼ガスの温度を検知し、燃焼

温度コントロールシステムにより摂氏八百度以上に保つ

ことができる設備となっている。 

 

ロ 燃焼ガスが、摂氏八百度（令第七条第十二

号 に掲げる施設にあつては、摂氏千百度（た

だし、当該施設のうち、無害化処理に係る特例

の対象となる一般廃棄物及び産業廃棄物（平成

十八年環境省告示第九十八号）第二項第一号か

ら第三号までに掲げる産業廃棄物の焼却施設

にあつては、摂氏八百五十度））以上の温度を

保ちつつ、二秒以上滞留できるものであるこ

と。 

燃焼炉温度センサーで燃焼ガスの温度を検知し、燃焼

温度コントロールシステムにより摂氏八百度以上に保ち

つつ、滞留時間を二秒以上確保できる構造及び容積とな

っている。 

 

二 令第七条第五号 に掲げる施設及び同条第

十二号 に掲げる施設（廃ポリ塩化ビフェニル

等又はポリ塩化ビフェニル処理物の焼却施設

に限る。）にあつては、事故時における受入設

備からの廃油の流出を防止するために必要な

流出防止堤その他の設備が設けられ、かつ、当

該施設が設置される床又は地盤面は、廃油が浸

透しない材料で築造され、又は被覆されている

こと。 

密閉できる蓋付きのドラム缶にて廃油を貯留し、防油

堤を設けて廃油の流出を防止する。防油堤は、タンクか

ら廃油が流出しても全量受けられる容量としている。ド

ラム缶を設置する地盤面はコンクリート基礎とし、万一

廃油が流出しても地下に浸透しない構造とする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



（変更許可申請書 維持管理基準）  訂正前  
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一 燃焼室中の燃焼ガスの温度を摂氏八百度

（令第七条第十二号 に掲げる施設にあって

は、摂氏千百度（ただし、当該施設のうち、無

害化処理に係る特例の対象となる一般廃棄物

及び産業廃棄物（平成十八年環境省告示第九十

八号）第二項第一号から第三号までに掲げる産

業廃棄物の焼却施設にあっては、摂氏八百五十

度））以上に保つこと。 

燃焼炉温度センサーで燃焼ガスの温度を検知

し、乾溜ガス化炉及び燃焼炉への供給空気量の自

動調整によりガスの発生を安定させ、発生したガ

スを燃焼温度コントロールシステムにより管理す

ることで燃焼炉温度を摂氏八百度以上に保つ制御

盤に温度を常時表示させ、運転管理を行う。 

 

三 令第七条第五号 に掲げる施設及び同条第

十二号 に掲げる施設（廃ポリ塩化ビフェニル

等又はポリ塩化ビフェニル処理物の焼却施設

に限る。）にあっては、廃油が地下に浸透しな

いように必要な措置を講ずるとともに、第十二

条の二第五項第二号の規定により設けられた

流出防止堤その他の設備を定期的に点検し、異

常を認めた場合には速やかに必要な措置を講

ずること。 

密閉できる蓋付きのドラム缶にて廃油を貯留し、防

油堤を設けて廃油の流出を防止する。防油堤は、タン

クから廃油が流出しても全量受けられる容量として

いる。ドラム缶を設置する地盤面はコンクリート基礎

とし、万一廃油が流出しても地下に浸透しない構造と

する。また防油堤の定期点検を実施して、廃油の流

出防止に努め、廃油が施設から流出するなどの異

常な事態が生じたときは、施設の運転を中止し、

緊急連絡体制に従い、速やかに責任者・関係者に

連絡する。直ちに流出した廃油の回収措置を講ず

る。 

 

 



(変更許可申請 構造基準)  訂正後  
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一 次の要件を備えた燃焼室が設けられてい

ること。 
  

イ 燃焼ガスの温度が摂氏八百度（令第七条第

十二号 に掲げる施設にあつては、摂氏千百度

（ただし、当該施設のうち、無害化処理に係る

特例の対象となる一般廃棄物及び産業廃棄物

（平成十八年環境省告示第九十八号）第二項第

一号から第三号までに掲げる産業廃棄物の焼

却施設にあつては、摂氏八百五十度））以上の

状態で産業廃棄物を焼却することができるも

のであること。 

燃焼炉温度センサーで燃焼ガスの温度を検知し、燃焼

温度コントロールシステムにより摂氏八百度以上に保つ

ことができる設備となっている。 

 

ロ 燃焼ガスが、摂氏八百度（令第七条第十二

号 に掲げる施設にあつては、摂氏千百度（た

だし、当該施設のうち、無害化処理に係る特例

の対象となる一般廃棄物及び産業廃棄物（平成

十八年環境省告示第九十八号）第二項第一号か

ら第三号までに掲げる産業廃棄物の焼却施設

にあつては、摂氏八百五十度））以上の温度を

保ちつつ、二秒以上滞留できるものであるこ

と。 

燃焼炉温度センサーで燃焼ガスの温度を検知し、燃焼

温度コントロールシステムにより摂氏八百度以上に保ち

つつ、滞留時間を二秒以上確保できる構造及び容積とな

っている。 

 

二 令第七条第五号 に掲げる施設及び同条第

十二号 に掲げる施設（廃ポリ塩化ビフェニル

等又はポリ塩化ビフェニル処理物の焼却施設

に限る。）にあつては、事故時における受入設

備からの廃油の流出を防止するために必要な

流出防止堤その他の設備が設けられ、かつ、当

該施設が設置される床又は地盤面は、廃油が浸

透しない材料で築造され、又は被覆されている

こと。 

蓋付きのドラム缶等密閉できる容器にて廃油を貯留

し、漏洩防止の受け皿を設けて廃油の流出を防止する。受

け皿は、容器から廃油が流出することを考慮した容量と

している。廃油等液物保管庫は鉄筋コンクリート造の壁

及び床とし、床には耐食性及び耐溶剤性の塗床材を全面

施工し、万一廃油が流出しても地下に浸透しない構造と

する。 

 

 
 
 
 
 
 
 



（変更許可申請 維持管理基準） 訂正後  
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一 燃焼室中の燃焼ガスの温度を摂氏八百度

（令第七条第十二号 に掲げる施設にあって

は、摂氏千百度（ただし、当該施設のうち、

無害化処理に係る特例の対象となる一般廃棄

物及び産業廃棄物（平成十八年環境省告示第

九十八号）第二項第一号から第三号までに掲

げる産業廃棄物の焼却施設にあっては、摂氏

八百五十度））以上に保つこと。 

燃焼炉温度センサーで燃焼ガスの温度を検知

し、乾溜ガス化炉及び燃焼炉への供給空気量の自

動調整によりガスの発生を安定させ、発生したガ

スを燃焼温度コントロールシステムにより管理す

ることで燃焼炉温度を摂氏八百度以上に保つ制御

盤に温度を常時表示させ、運転管理を行う。 

 

三 令第七条第五号 に掲げる施設及び同条第

十二号 に掲げる施設（廃ポリ塩化ビフェニル

等又はポリ塩化ビフェニル処理物の焼却施設

に限る。）にあっては、廃油が地下に浸透しな

いように必要な措置を講ずるとともに、第十

二条の二第五項第二号の規定により設けられ

た流出防止堤その他の設備を定期的に点検

し、異常を認めた場合には速やかに必要な措

置を講ずること。 

蓋付きのドラム缶等密閉できる容器にて廃油を貯

留し、漏洩防止の受け皿を設けて廃油の流出を防止

する。受け皿は、容器から廃油が流出することを考

慮した容量としている。廃油等液物保管庫は鉄筋コ

ンクリート造の壁及び床とし、床には耐食性及び耐

溶剤性の塗床材を全面施工し、万一廃油が流出して

も地下に浸透しない構造とする。また受け皿の定期

点検を実施して、廃油の流出防止に努め、廃油が

施設から流出するなどの異常な事態が生じたとき

は、施設の運転を中止し、直ちに流出した廃油の

回収措置を講じるとともに、速やかに緊急連絡体

制に従い責任者・関係者に連絡する。 

 

 
  


